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■活動制限再強化が景気を下押し 

フィリピンでは、マニラ首都圏を中心に実施されて

いた厳しい活動制限が 6 月初旬に緩和され、経済は持

ち直しつつあった。しかし、感染再拡大を受けて、8 月

4 日にマニラ首都圏等で厳しい活動制限が再導入され

たため、足元では景気回復の動きが停滞している。 

まず、輸出が 8 月に前年同月比▲18.6％と前月（同

▲9.1％）から減少幅を大きく拡大させた（右上図）。

厳しい活動制限下で、出勤者が通常の 5 割に制限され

たこと等が響いたと考えられる。 

また、内需では、8 月の自動車販売台数が同▲45.2％

と前月（▲40.5％）から一段と減勢が強まる等、再び

消費が落ち込んでいる。投資の下支え要因として期待

される政府主導のインフラプロジェクトの進捗も芳

しくない。活動制限で工事の停滞を余儀なくされたこ

とに加え、前年の予算執行の遅れによるベース効果の

はく落もあり、政府のインフラ投資向け歳出は 7、8 月

と連続で 3 割近い減少となった。 

その後、感染拡大に落ち着きがみられたことから、

8 月 18 日にマニラ首都圏を中心とした厳しい活動制

限が緩和され、さらに、10 月 2 日には車両修理や卸

売・小売店舗等で活動制限が解除された。このため、

10～12 月期以降は景気の持ち直しの動きが再び強ま

ると見込まれる。 

■新型コロナ対策法第 2 弾が成立 

 こうしたなか、9 月 11 日、フィリピン政府は新型

コロナ感染抑制と経済立て直しの両立を図るべく、新

型コロナ対策法第 2 弾（BAYANIHANⅡ）を成立さ

せた（右下表）。 

もっとも、BAYANIHANⅡでは景気刺激より、銀行救済や医療へのサポート等セーフティネットの拡

充に多くの予算が割かれている。資本注入で銀行の貸出態度が和らぐ可能性はあるが、景気を直接的に

押し上げる効果は限定的となろう。 

国内銀行の不良債権比率は 8 月に 2.8％と、昨年末時点の 2.0％から上昇傾向が続き、金融面で波乱が

起きる潜在的なリスクが高まっている。政府は不良債権を資産管理会社に移管する「金融機関戦略的移

管法（FIST）」の成立を目指しており、上述対策法とともに実施されることで金融環境の改善につなが

れば、景気回復に向けた支持材料になることが期待されよう。 
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主な内容

・国有銀行への資本注入

・医療従事者への補償や医療品の購入

・農業セクターの振興

・新型コロナワクチン確保

・厳格な活動制限エリアへの現金支給

・海外フィリピン人労働者の帰国支援や隔

　離治療費用

・接触追跡者の新規雇用と訓練

・隔離・検疫施設の建設や公立病院の拡張

＜新型コロナ対策法第2弾（BAYANIHANⅡ）の概要＞

・観光産業における職業訓練等への支援

・その他（スマートキャンパス整備や遠隔教

  育整備等）

（出所）各種報道を基に日本総研作成

・新型コロナの影響を受けたセクターへの

　資金援助プログラム


